第１章　大阪の経済


平成25年度における大阪府の府内総生産額は、名目で37兆1,478億円、実質（平成17暦年連鎖価格）で39兆3,552億円でした。大阪府の実質経済成長率は、24年度は全国が1.0％増となる中で横ばいとなり、25年度についても全国の2.1％増を下回る1.2％増でした。
府内総生産の全国構成比は、リーマンショックによる府内総生産の落ち込みが小さかったことから平成20年度に7.9％へと上昇しましたが、21年度以降は再び低下しました。その後、一進一退で推移し、24年度は7.8％となっています。
大阪府の経済規模は大きく、主要国と比べてもオーストリアを上回る経済規模となっています。

　平成24年度の大阪府の１人当たり府（県）民所得は294万円で全国10位ですが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は526万円で東京都に次ぐ全国２位となっています。
ここでは、大阪経済の姿を総合的に示す府内総生産が日本経済に占めるシェア、海外諸国の国内総生産との比較や成長率の推移をみています。
１－１．経済成長率

	大阪府の実質経済成長率は、23年度は1.8％増で全国の0.4％増を上回りました。しかし、24年度は全国が1.0％増となる中で大阪府は横ばいとなり、25年度についても全国の2.1％増を下回る1.2％増であったと推計されています。


[image: image1.emf]経済成長率の推移

（％）

平成15

年度

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

大阪府（生産：連鎖） 0.7 1.6 0.1 1.4 1.9 -1.2 -5.9 1.8 1.8 0.0 1.2

全国（支出：連鎖） 2.3 1.5 1.9 1.8 1.8 -3.7 -2.0 3.4 0.4 1.0 2.1

大阪府（生産） -0.7 0.9 -0.2 0.5 1.5 -2.8 -5.5 -0.1 1.1 -0.8 0.8

全国（支出） 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 -4.6 -3.2 1.3 -1.3 0.1 1.8

平成24年度における総生産額

実質（生産：連鎖）

名目（生産）

（参考）平成25年度における総生産額

実質（生産：連鎖）

名目（生産）

(注)実質値は、平成17暦年基準による。大阪府は、24年度までが24年度推計の確報で、25年度は早期推計による。

実質（支出：連鎖）

名目（支出）



38兆9,062億円



36兆8,430億円



39兆3,552億円



37兆1,478億円



519兆6,318億円



474兆4,749億円



530兆5,915億円



483兆1,103億円

大阪府 全国

実質（支出：連鎖）

名目（支出）

（大阪府統計課「平成24年度大阪府民経済計算《確報》」、「平成25年度大阪府民経済計算《早期推計》」、

内閣府「平成25年度国民経済計算確報」）



実質

名目

大阪府 全国

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の影

響を除去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、成長

率分析の場合は実質値の成長率を用いる。
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１－２．大阪経済が日本経済に占めるシェア

	大阪経済の全国におけるシェア（名目府内総生産(＝総支出)の対全国構成比）は、リーマンショックによる府内総生産の落ち込みが小さかったことから平成20年度に7.9％へと上昇しましたが、21年度以降は再び低下しました。その後、一進一退で推移し、24年度は7.8％となっています。


[image: image2.emf]大阪経済が日本経済に占めるシェア

（単位：十億円、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 全国

シェア シェア シェア シェア シェア

平成14年度 39,264 7.9 94,355 18.9 30,099 6.0 33,801 6.8 498,009 100.0

15 38,981 7.8 95,275 19.0 30,674 6.1 33,621 6.7 501,889 100.0

16 39,324 7.8 98,084 19.5 30,873 6.1 34,646 6.9 502,761 100.0

17 39,236 7.8 99,380 19.7 31,483 6.2 35,384 7.0 505,349 100.0

18 39,436 7.7 99,871 19.6 32,334 6.4 36,734 7.2 509,106 100.0

19 40,024 7.8 99,932 19.5 32,542 6.3 37,469 7.3 513,023 100.0

20 38,914 7.9 97,254 19.9 31,439 6.4 33,320 6.8 489,520 100.0

21 36,768 7.8 91,674 19.3 29,969 6.3 32,105 6.8 473,934 100.0

22 36,744 7.7 91,375 19.0 30,356 6.3 31,710 6.6 480,233 100.0

23 37,140 7.8 92,857 19.6 30,716 6.5 32,694 6.9 473,905 100.0

24 36,843 7.8 91,909 19.4 30,258 6.4 34,359 7.2 474,475 100.0

（内閣府「平成25年度国民経済計算確報」、内閣府「平成24年度県民経済計算」）



(注)１．93SNA及び平成17年基準。

　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済

        計算体系」と訳されている。93SNAとは、1993年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民

　　　　経済計算の体系の名称である。
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１－３．府内総生産の国際比較

	大阪府の府内総生産を主要国の国内総生産と比較すると、オーストリアを上回る規模を持っています。また、近畿の域内総生産はインドネシアを上回っています。


[image: image3.emf]（注）１．

２．大阪府(12年度)、近畿（12年度）は内閣府｢平成24年度県民経済計算｣による。

近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の２府４県。年度為

替レート１米ドル＝83.08円にて換算。（日本銀行「主要時系列統計データ表」よ

り。東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の単純平均。）

国際連合｢National Accounts Main Aggregates Database｣(2015年5月ダウンロー

ド）より作成。2012暦年。
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161,632


１－４．１人当たり県民所得・県民雇用者報酬
	大阪府の１人当たり府（県）民所得は294万円で全国10位ですが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は526万円で東京都に次ぐ全国２位となっています。


[image: image4.emf]１人当たり県民所得と県民雇用者報酬（平成24年度）

（単位：千円）

１人当たり

県民所得

１人当たり県

民雇用者報酬

大阪府 2,939 大阪府 5,264

東京都 4,423 東京都 6,331

愛知県 3,437 神奈川県 4,999

静岡県 3,195 栃木県 4,975

茨城県 3,137 千葉県 4,743

滋賀県 3,116 奈良県 4,725

富山県 3,077 埼玉県 4,674

栃木県 3,008 高知県 4,596

広島県 3,004 長野県 4,569

京都府 2,949 兵庫県 4,566

山口県 2,935 愛知県 4,550

全県計 2,972 全県計 4,655

（内閣府「平成24年度県民経済計算」）

１人当たりの県民所得

＝当該県の県民所得÷当該県の総人口



　県民所得は、県民雇用者報酬、財産所

得（非企業部門の財産所得の純受取）、

企業所得（企業の財産所得の純受取を含

む）を合計したもの。したがって、個人

の所得水準を表すものではなく、企業利

潤なども含んだ各都道府県の経済全体の

所得水準を表している。



１人当たりの県民雇用者報酬

＝県民雇用者報酬÷県民雇用者数



　雇用者とは、生産活動に常用雇用・日

雇を問わず従事する就業者のうち、個人

業主と無給の家族従業者を除く全てをい

う。

　県民雇用者数とは、就労地を問わず県

内に居住する雇用者の数を指す。
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１－５．産業大分類別府内総生産

	大阪府における、この10年間の産業別府内総生産構成比の推移をみると、サービス業の割合が上昇傾向にあり、平成25年度では21.8％と全産業中で最も高い割合を占めています。一方で、製造業、卸売・小売業の割合は低下傾向にあり、24年度にはそれぞれ13.7％、17.6％になっています。


[image: image5.emf]産業大分類別府内総生産(名目：実額)の推移

（単位：億円）

平成15

年度

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

農林水産業 369 381 370 372 373 381 381 395 394 395 393

鉱業 29 24 25 25 23 19 14 22 28 29 32

製造業 60,567 61,402 60,104 59,095 61,710 58,178 52,376 53,502 54,066 51,023 50,981

建設業 16,708 17,697 16,731 16,093 15,588 17,334 15,624 13,727 14,557 14,127 14,774

電気・ガス・水道業 11,756 11,552 10,501 10,093 9,426 9,102 10,076 10,133 8,826 8,954 10,079

卸売・小売業 71,531 72,281 75,007 74,123 75,288 71,035 62,055 63,405 64,991 63,877 65,355

金融・保険業 25,126 24,750 25,172 24,183 23,235 18,737 18,259 17,924 16,965 16,071 15,315

不動産業 48,727 48,801 49,688 51,611 51,614 51,925 52,207 51,783 52,274 52,978 53,636

運輸業 17,838 18,355 18,360 18,915 19,271 18,340 16,951 17,500 18,575 19,511 20,120

情報通信業 25,105 24,834 23,949 24,092 24,542 25,889 25,409 25,385 25,370 25,602 25,423

サービス業 75,594 76,244 77,206 79,909 83,344 83,545 81,175 79,787 80,346 80,920 80,832

政府サービス生産者 27,145 26,742 25,755 25,500 25,749 24,807 24,008 23,463 23,283 22,788 21,672

対家計民間非営利サービス生産者 6,285 6,396 6,476 6,772 6,715 6,613 6,515 6,777 7,261 7,449 7,249

輸入品に課される税・関税 4,752 5,083 5,677 6,270 6,423 6,155 4,905 6,087 6,805 7,006 8,042

（控除）総資本形成に係る消費税 2,789 3,066 2,657 2,690 3,062 2,921 2,276 2,450 2,337 2,300 2,425

府内総生産（生産側） 388,742391,474392,364394,364400,240389,137367,682367,439371,402368,430371,478

（大阪府統計課「平成24年度大阪府民経済計算《確報》」「平成25年度大阪府民経済計算《早期推計》」）

(注）

２.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

１.　93SNA及び平成17年基準。平成24年度までが24年度確報（ただし、平成15～16年度は、平成17暦年基準の経済活動別分

　 類で表章した参考表を活用）、25年度は早期推計による。
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大阪産業経済リサーチセンター
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